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注 国税庁ホームページより作成。

課税方法

総合

申告分離

総合

総合

申告分離

源泉分離

総合

申告分離

源泉分離

公的年金等

申告分離

総合

申告分離

総合

源泉分離
一時所得

山林所得

退職所得

種類 概要

商・工業や漁業、農業、自由職業などの自営業から生ずる所得

事業規模で行う、株式等を譲渡したことによる所得や先物取引に係る所得

土地や建物、船舶や航空機などの貸付けから生ずる所得

国外で支払われる預金等の利子などの所得

事業所得
（営業等・農業）

不動産所得

利子所得

給与所得

特定公社債の利子などの所得 （確定申告不要制度あり）

預貯金の利子などの所得

法人から受ける剰余金の配当、公募株式等証券投資信託の収益の分配などの所得
※申告分離課税を選択したものを除く。（確定申告不要制度あり）

上場株式等に係る配当等、公募株式等証券投資信託の収益の分配などで申告分離課税を選択したものの所得
（確定申告不要制度あり）

俸給や給料、賃金、賞与、歳費などの所得

申告分離

総合

退職金、一時恩給、確定給付企業年金法及び確定拠出年金法による一時払の老齢給付金などの所得

配当所得

特定目的信託（私募のものに限る。）の社債的受益権の収益の分配などの所得

業（事業規模を除く。）として行う、株式等を譲渡したことによる所得や先物取引に係る所得
その他

雑
所
得

原稿料や講演料、生命保険の年金など他の所得に当てはまらない所得

ゴルフ会員権や金地金、機械などを譲渡したことによる所得

土地や建物、借地権、株式等を譲渡したことによる所得
※株式等の譲渡については事業所得、雑所得となるものを除く。

生命保険の一時金、賞金や懸賞当せん金などの所得

保険・共済期間が５年以下の一定の一時払養老保険や一時払損害保険の所得など

所有期間が５年を超える山林（立木）を伐採して譲渡したことなどによる所得

国民年金、厚生年金、確定給付企業年金、確定拠出企業年金、恩給、一定の外国年金などの所得

譲渡所得

所得の種類と課税方法
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注１ 総務省ホームページ「個人住民税の概要」より作成。 

 ２ 復興財源確保のため、平成26年度から令和５年度までの各年度分の均等割の標準税率について、年1,000円（都道府県分500円、市町村分500円）引き上げている。 

 ３ 納税義務者数は、「平成29年度市町村税課税状況等の調」による。 

○均等割及び所得割 

区分 所得税

課税主体 国

納税義務者 日本国内に住所又は居所を有する個人等

課税方式 申告納税方式（納税者又は源泉徴収義務者の申告、年末調整により、税額を確定）

課税標準 現年の所得金額

所得割

＜総合課税分＞

＜分離課税分＞
（例）課税長期譲渡所得金額

 

均等割

所得控除

・同左…令和元年分まで：38万円、令和2年分以後：最高48万円
・ 〃 …平成29年分まで：38万円、平成30年分以後：最高38万円
・ 〃 …38万円
・ 〃 …63万円　等

325万円

・配当控除　・外国税額控除

・住宅借入金等特別控除　・試験研究を行った場合の特別控除　等
税収

17兆6,111億円

納税義務者数 5,353万人均等割；6,230万人、所得割；5,759万人

税額控除

・基礎控除…令和2年度分まで：33万円、令和3年度分以後：最高43万円
・配偶者控除…平成30年度分まで：33万円、令和元年度分以後：最高33万円
・扶養控除…33万円
・特定扶養控除…45万円　等

 夫婦子２人の給与所得者（子のうち一人が一般扶養控除、一人が特定扶養控除の対象）

270万円
課税最低限

・配当控除　・外国税額控除　・配当割額控除　・株式等譲渡所得割額控除
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（二重負担を調整する主旨のもの）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（税源移譲に伴う調整）
・調整控除　・住宅借入金等特別控除
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（その他）
・住宅借入金等特別控除　・寄附金税額控除

12兆4,908億円

税率

個人住民税

賦課期日（１月１日）現在の住所地の区市町村及び都道府県

①区市町村・都道府県内に住所を有する個人
　（均等割・所得割）
②区市町村・都道府県内に事務所、事業所又は家屋敷を有する個人
　（①に該当する者を除く）（均等割）

賦課課税方式（市町村が税額を計算、確定）

（所得割）前年中の所得金額

都道府県 市町村 合計
一律 ４％ ６％ 10％

標準税率

都道府県 市町村 合計
一律 ２％ ３％ ５％

標準税率（年額）
都道府県 1,500円
市町村 3,500円

均等割：3,342億円、所得割：11兆9,197億円、利子割：445億円

配当割：1,282億円、株式等譲渡所得割：765億円

課税総所得金額等 税率
195万円以下 ５％
330万円以下 10％
695万円以下 20％
900万円以下 23％
1,800万円以下 33％
4,000万円以下 40％
4,000万円超 45％

課税長期譲渡所得金額 税率

一律 15％

平成28年度

決算額

個人住民税と所得税の概要①
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利　　子　　割 配　　当　　割 株式等譲渡所得割

①課税主体

②納税義務者
利子等の支払を受ける者
（都道府県内に所在する金融機関等を通
じて支払を受ける個人に限る。）

一定の上場株式等の配当等及び特定口座
外の割引債の償還金の差益金額（特定配
当等）の支払を受ける者（都道府県内に
住所を有する個人に限る。）

所得税において源泉徴収を選択した特定口座（源
泉徴収選択口座）における上場株式等の譲渡の対
価等の支払を受ける者（都道府県内に住所を有す
る個人に限る。）

③課税標準 支払を受けるべき利子等の額 特定配当等の額
源泉徴収口座における上場株式等の譲渡に係る所
得等の金額（特定株式等譲渡所得金額）

④税率 個人住民税５％（所得税15％） 個人住民税５％（所得税15％） 個人住民税５％（所得税15％）

⑤徴収方法等

　・特別徴収
　　義務者

利子等の支払又はその取扱いをする金融
機関

特定配当等の支払をする株式の発行会社
等又は支払を取り扱う金融証券会社等

源泉徴収口座を開設している金融証券会社等

　・納入先
利子等の支払の事務等を行う営業所等所
在地の都道府県

特定配当等の支払を受ける者の支払時の
住所地の都道府県

その支払を受けるべき日の属する年の１月１日時
点の住所地の都道府県

　・納入方法
その支払等の際に徴収し、徴収の翌月の
10日までに納入

その支払の際に徴収し、徴収の翌月の10
日までに納入

源泉徴収口座における上場株式等の譲渡の対価等
の支払の際に徴収し、原則として徴収の翌年の１
月10日までに納入

⑥所得割
　との調整

（申告不可のため所得割との調整はな
い）

⑦交付金

⑧税収 ４４５億円（28年度決算額） １，２８２億円（28年度決算額） ７６５億円（28年度決算額）

都道府県

各収入額から徴税費相当額（１％）を控除した後の金額の５分の３を市町村へ交付

納税義務者が特定配当等、特定株式等譲渡所得金額について申告した場合には所得割で課
税し、所得割額から配当割額及び株式等譲渡所得割額を控除（特定配当等について総合課
税で申告した場合には、配当控除も適用）

 

○利子割、配当割及び株式等譲渡所得割 

注１ 総務省ホームページ「個人住民税の概要」より作成。 

 ２ 平成22年１月１日より、源泉徴収口座内における上場株式等の譲渡損失と配当との損益通算が可能となり、当該配当に係る配当割については、翌年の１月10日までに、当該配当の 

  支払を受けるべき日の属する年の１月１日時点の住所地の都道府県に対して納入されることとされた。 

 ３ 平成25年度改正により公社債等に係る課税方式の変更及び金融商品間の損益通算範囲の拡大等を行っている。なお、改正後の制度は平成28年以後に適用される。 

 ４ 平成25年度改正により法人に係る利子割を廃止し、併せて法人税割額からの利子割の控除を廃止することとしている。なお、改正後の制度は平成28年以後に適用される。 

個人住民税と所得税の概要②
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 所得計算の方法 

○ 給与や年金には収入類型に応じた特別の「所得計算上の控除」が存在しており、働き方や収入の稼得形態によって所得計算

の方法が異なっている。 

 

総 

所 

得 

金 

額 

人
的
控
除
等 

 

収入の種類 

給与収入 

 

 

 

 

 

公的年金等収入 

例：自営業者の収入 

   SE、保険代理人・外交員 

  などの「雇用的自営」の収入 

 

事業収入 

 

 

 

 雑収入（年金以外） 

 

 

 

 

例：原稿料や印税 

   民泊の収入 

  アフィリエイト収入等 

 

給与所得控除 

 
（収入の約３割）※２ 

 

 

 

 
必要経費 

 

 

 

 

（特定支出控除も適用可） 

 

 

 

 

必要経費 

 

 

 

 公的年金等控除 

 

（収入の約５割）※２ 

 

 

 

 

（３階部分も含めた企業年金も対象） 

 

 

 

 

 

 

 

事業所得 

 

 

 

 

給与所得 

 

 

 

 

雑所得 

 

 

 

雑所得 

 

 

 

 

所得計算上の控除 所得分類 

税額 

 

 

 

 

（※１）上記の例示はあくまで一般的な職種を示したものであり、実際の所得区分は異なりうることに留意。 

（※２）各控除の総額を給与収入又は公的年金等収入の総額で除したものであり、個々の納税者に適用される控除割合とは異なる。 

注 政府税制調査会資料（2017年 10月 23日）より抜粋。 

※１ 

 

 

 

※１ 
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個人住民税所得割の計算の仕組み

注 総務省資料より作成。
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所得税 個人住民税 所得税 個人住民税

昭和22年
(1947年)

昭和37年度
(1962年度)

38万円（注３） 33万円（注３） 　本人

昭和36年
(1961年)

昭和41年度
(1966年度)

【最高】38万円 【最高】33万円 　年齢が70歳未満の控除対象配偶者を有する者

昭和52年
(1977年)

昭和56年度
(1981年度)

【最高】48万円 【最高】38万円 　年齢が70歳以上の控除対象配偶者を有する者

昭和62年
(1987年)

昭和63年度
(1988年度)

最高38万円 最高33万円
　生計を一にし、かつ、年間所得が38万円超76万円未満
　【38万円超123万円以下】（注５）

　である配偶者を有し、本人の年間所得が1,000万円以下である者

　生計を一にし、かつ、年間所得が38万円以下（注４）である親族等を有する者

昭和25年
(1950年)

昭和37年度
(1962年度)

38万円 33万円 　年齢が16歳以上19歳未満又は23歳以上70歳未満の扶養親族を有する者

平成元年
(1989年)

平成２年度
(1990年度)

63万円 45万円 　年齢が19歳以上23歳未満の扶養親族を有する者

昭和47年
(1972年)

昭和48年度
(1973年度)

48万円 38万円 　年齢が70歳以上の扶養親族を有する者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※同居老親等加算あり

昭和25年
(1950年)

昭和37年度
(1962年度)

27万円 26万円
　① 障害者である者
　② 障害者である控除対象配偶者または扶養親族を有する者

昭和43年
(1968年)

昭和43年度
(1968年度)

40万円 30万円
　① 特別障害者である者
　② 特別障害者である控除対象配偶者または扶養親族を有する者

昭和57年
(1982年)

平成24年度
(2012年度)

75万円 53万円 　特別障害者である控除対象配偶者又は扶養親族と同居を常況としている者

昭和26年
(1951年)

昭和37年度
(1962年度)

27万円 26万円
　① 夫と死別した者で、かつ年間所得が500万円以下である者
　② 夫と死別または離婚した者で、かつ、扶養親族を有する者　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　※特別寡婦加算あり

昭和56年
(1981年)

昭和57年度
(1982年度)

27万円 26万円 　妻と死別又は離婚をして扶養親族である子を有し、かつ、年間所得が500万円以下である者

昭和26年
(1951年)

昭和37年度
(1962年度)

27万円 26万円 　本人が学校教育法に規定する学校の学生、生徒等で、年間所得が65万円以下（注６）かつ給与所得等以外が10万円以下である者

昭和25年
(1950年)

昭和37年度
(1962年度)

　① 住宅家財等について災害、盗難、横領による損失を生じた場合
　② 災害関連支出額がある場合

昭和25年
(1950年)

昭和37年度
(1962年度)

　納税者又は納税者と生計を一にする配偶者等の医療費を支払った場合　　　　　　　　　　　　　　※控除限度額は200万円

昭和27年
(1952年)

昭和37年度
(1962年度)

　社会保険料を支払った場合

昭和42年
(1967年)

昭和43年度
(1968年度)

　小規模企業共済掛金等を支払った場合

昭和26年
(1951年)

昭和37年度
(1962年度)

最高各4万円（注７） 最高各2.8万円（注７）
　一般生命保険料、介護医療保険料、個人年金保険料を支払った場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※所得税の合計適用限度額は12万円、個人住民税の合計適用限度額は７万円

平成19年
(2007年)

平成20年度
(2008年度)

最高5万円 最高2.5万円 　地震保険料を支払った場合

昭和37年
(1962年)

平成２年度
(1990年度)

次のいずれか低い方の金額
 ①特定寄附金の合計
 ②年間所得金額×40%

税額控除あり 　特定寄附金を支出した場合　　　　　　　　　　※所得税については、寄附金のうち一定のものについて税額控除と選択可能

種類
創設年 控除額

対象

基
礎
的
な
人
的
控
除

　基礎控除

　配偶者控除
　生計を一にし、かつ、年間所得が38万円以下（注４）

　である配偶者（控除対象配偶者）を有する者

　一般の控除対象
　配偶者

　老人控除対象
　配偶者

　配偶者特別控除

　扶養控除

特
別
な
人
的
控
除

　障害者控除

（特別障害者控除）

（同居特別障害者
  控除）

　寡婦控除

　寡夫控除

　勤労学生控除

　小規模企業共済等掛金
  控除

支払った掛金の額

　生命保険料控除

　一般の扶養親族

　特定扶養親族

　老人扶養親族

そ
の
他
控
除

　雑損控除
次のいずれか多い方の金額
①（災害損失額+災害関連支出額）-年間所得金額×10%
② 災害関連支出額－5万円

　地震保険料控除

  寄附金控除

　医療費控除
（支払った医療費）－（年間所得金額）×5%

　社会保険料控除 支払った社会保険料の額

-2千円 

※10万円超の際は10万円 

 

【本人の所得要件： 
  年間所得1,000万円以下（900万円から控除額が逓減）】 

【本人の所得要件： 
  年間所得1,000万円以下（900万円から控除額が逓減）】 

注１ 財務省ホームページ等をもとに作成。 
  ２ 【 】は平成30年分・令和元年分の所得税、令和元年度分・令和2年度分の個人住民税について適用（平成29年度税制改正）。 
  ３ 令和2年分以後の所得税、令和3年度分以後の個人住民税については以下のとおり（平成30年度税制改正）。 
    ≪所得税≫    合計所得金額 2,400万円以下 ： 48万円、  2,400万円超2,450万円以下 ： 32万円、  2,450万円超2,500万円以下 ： 16万円、  2,500万円超 ： 0円 
    ≪個人住民税≫  合計所得金額 2,400万円以下 ： 43万円、  2,400万円超2,450万円以下 ： 29万円、  2,450万円超2,500万円以下 ： 15万円、  2,500万円超 ： 0円 
 

注４ 令和2年分以後の所得税、令和3年度分以後の個人住民税については、「48万円以下」（平成30年度税制改正）。 
  ５ 令和2年分以後の所得税、令和3年度分以後の個人住民税については、「48万円超133万円以下」（平成30年度税制改正）。 
  ６ 令和2年分以後の所得税、令和3年度分以後の個人住民税については、「75万円以下」（平成30年度税制改正）。 
  ７ 平成24年１月１日以後に締結した保険契約等（新契約）に係る生命保険料控除額である。 
 
 

所得控除の概要

6



個人住民税における配偶者控除・配偶者特別控除の見直し（平成29年度税制改正）

7



控除額を納税者本人の所得に応じて逓減・喪失させていく仕組み

8



配偶者控除・配偶者特別控除の見直しに伴う調整控除の取扱い

9



個人所得課税の見直し（平成30年度税制改正）

10



給与所得控除・公的年金等控除から基礎控除への振替（平成30年度税制改正）

11



給与所得控除の見直し①（平成30年度税制改正）

注 総務省資料より抜粋。 12



給与所得控除の見直し②（平成30年度税制改正）

改正前：上限 220万円

改正後：上限 195万円

注 総務省資料より抜粋。

13



公的年金等控除の見直し（平成30年度税制改正）

改正前

注 総務省資料より作成。 14



基礎控除の見直し（平成30年度税制改正）

注 総務省資料より作成。
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個人住民税（所得割）、所得税の税率構造

注 総務省ホームページ「個人住民税の概要」をもとに作成。
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個人住民税の非課税の範囲

注１ 総務省資料より作成。
２ 点線内の金額は、同一生計配偶者又は扶養親族を有する場合に加算する金額である。

18



個人住民税の課税最低限と非課税限度額

注１ 「地方税関係資料ハンドブック」（一般財団法人 地方財務協会）より作成。
２ 均等割の非課税限度額は生活保護基準の級地区分ごとに異なり、本表では１級地の場合を記載している。
３ 所得割については、課税最低限又は非課税限度額のうち、大きい方（網掛け）が適用となる。
４ 夫婦子１人の場合は、子は一般扶養控除の対象に該当し、夫婦子２人の場合は子のうち１人が一般扶養控除、１人が特定扶養控除の対象に該当するものと
している。
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平成29年度東京都税制調査会答申（個人住民税に関する部分抜粋）
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-

-

-

平成31年度与党税制改正大綱（個人所得課税改革に関する部分抜粋）
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